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省エネ機器等導入支援補助金Ｑ＆Ａ 

令和５年６月２８日作成 

補助事業について 

Ｑ 補助金の目的は 

Ａ エネルギー価格の高騰に対し、省エネ機器等を導入することでエネルギー使用量の軽減を図るため、市

内で事業活動を営む個人事業主、中小企業者等がエネルギー消費効率等に優れた省エネルギー設備を導

入する際の経費の一部を支援するものです。 

 

対象事業者について 

Ｑ 補助対象となる法人は 

Ａ 補助対象となる主な法人は下記のとおりです。 

• 会社法上の会社(株式会社、有限会社、合同会社、合名会社、合資会社) 

• 学校法人 

• 社会福祉法人 

• 医療法人 

• 士業法人 

• 一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人 

• 中小企業等協同組合、商店街振興組合、生活協同組合 

• 特定非営利活動法人 

なお、会社法上の会社以外の法人については従業員数が３００人以下に限ります。 

ただし、みなし大企業は対象外となります。 

みなし大企業とは以下のいずれかに該当する法人を言います。 

・その発行済株式又は出資の総数又は総額の２分の１以上が同一の大規模法人（注）の所有に属

している法人 

・前号に掲げるもののほか、その発行済株式又は出資の総数又は総額の３分の２が大規模法人の

所有に属している法人 

（注）大規模法人とは、資本金の額若しくは出資金の額が１億円を超える法人又は資本若しくは

出資を有しない法人のうち常時使用する従業員の数が1,000人を超える法人をいい、中小企

業投資育成株式会社を除きます。 

 

Ｑ 対象事業者の要件は 

Ａ 市内で１年以上継続して事業を営む個人事業主及び中小企業者等です。 

  ただし、以下の①～⑥に該当する事業及び事業者は除きます。 

①日本標準産業分類に定める農業、林業及び漁業に該当する事業を営むもの 

②自己または自己の団体の役員等が暴力団または暴力団員等であるもの 

③風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第５項に規定する事業を営むもの 

④法人税法に規定する公共法人 

⑤政治団体もしくは宗教上の組織 

⑥その他、本補助金の目的に照らし適当でないと市長が認める事業を営むもの 

 

Ｑ 別の市区町村で１年以上事業を行い、伊勢崎市に移転して半年の場合は対象か 

Ａ 対象外です。 
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Ｑ 本社が市外にあるが、事業所が市内にある場合、対象となるか 

Ａ 本社が市外の場合でも、事業所・工場・店舗等が市内にある場合には対象となります。ただし、

市外の本社に設置する設備は対象外となります。 

 

Ｑ 本社が市内にあるが、事業所が市外にある場合、対象となるか 

Ａ 市内の本社に設置する設備は対象となりますが、市外の事業所・工場・店舗等に設置する設備は

対象外となります。 

 

Ｑ 個人事業主として事業を行っており、最近法人化した。申請は可能か 

Ａ 個人事業主として行っていた事業内容と法人化後の事業内容が一致していれば申請可能です。事業

が継続していることがわかる書類を提出してください。 

 

Ｑ 従業員数にはパート従業員は含まれるか 

Ａ パート従業員も含まれます。「従業員」とは、中小企業基本法上の「常時使 用する従業員」であり、

労働基準法第２０条の規定に基づく「予め解雇の予告を必要とする者」と規定します。 

 

対象事業について 

Ｑ 複数事業所の設備を更新したいが申請は可能か 

Ａ 市内の事業所であれば複数の事業所を補助事業実施地とすることができます。ただし、補助金の申

請は１事業者（法人）につき１回なのでまとめて申請する必要があります。申請書には、２事業所

分しか記入欄がございませんので、任意の様式で複数事業所の所在地をご明示ください。 

 

Ｑ 複数の設備を同時に申請することは可能か（空調と照明を同時など） 

Ａ 可能です。ただし、申請は１事業者につき 1 回なのでまとめて申請する必要があります。 

 

Ｑ 事業兼用住宅についても申請可能か 

Ａ 原則、申請できません。ただし、事業用部分が住居部分と区分けされ、明確に事業用部分に設置さ

れるものと判断できる場合には対象となる場合があります。申請時に事業用部分と住居区分がわか

る平面図を添付してください。 

 

Ｑ 令和６年２月２９日までに設備が設置できれば申請が可能か 

Ａ 可能です。ただし、令和６年２月２９日までに設備の設置、支払い、事業報告まで完了する必要が

ありますのでスケジュールをよくご確認のうえ、申請をお願いします。 

 

Ｑ 同一の設備に他の補助金を利用している場合、申請は可能か 

Ａ 同一の設備に対して他の補助金を利用することはできませんので対象外です。 

 

Ｑ 交付決定日以前に契約、発注等着手した事業は申請可能か 

Ａ 交付決定日以前に着手した事業は対象外となり、申請できません。 

 

Ｑ 対象設備が自社へ発注可能な場合、自社へ発注を行ってもよいか。 

Ａ 問題ありません。 
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Ｑ クレジットカードでの支払いは対象か 

Ａ 法人名義又は個人事業主の代表名義に限って対象です。ただし、支払い方法は一括払いにより、令和６

年２月２９日までに申請者の預金口座から引き落ちている必要があります。 

 

Ｑ 市外業者に発注することは可能か 

Ａ 原則は市内業者へ発注をお願いします。ただし、契約の内容が特殊であり、市内事業者では対応で

きない場合は発注可能です。 

 

Ｑ 空調設備などの延長保証は対象経費となるのか 

Ａ 対象外です。その他、消費税や振込手数料なども対象経費に含まれません。 

 

Ｑ 値引きがある場合の対象経費の計上はどうすればよいか 

Ａ 値引きがある場合は、補助対象経費から差し引いて計上してください。 

 

対象設備について 

Ｑ 更新する設備に要件はあるのか 

Ａ 原則「グリーン購入法調達基準に適合した設備」もしくは「トップランナー基準を達成した設備」が

対象となります。ただし、上記基準に該当しない製品の場合でも、更新前の設備と比較して消費電

力量等の消費エネルギーが削減される設備であれば対象となります。 

 

Ｑ 業務用空調設備についてルームエアコン（壁掛け式）は含まれるか 

Ａ 事業所等に設置される専ら事業の用に供するもので基準を満たす設備であれば対象とします。業務

用冷凍冷蔵設備についても同様です。 

 

Ｑ 自動車運送業を営む事業者が業務のために使用するフォークリフトは対象となるか 

Ａ 対象外です。トラックやバス、タクシー等、実際に旅客や貨物を運送する自動車が対象となりま

す。また、令和６年２月２９日までに納品、支払等の事業が完了し、事業実績報告を提出できるこ

とが条件となります。 

 

Ｑ  設 備 の 要 件 と し て 「 グ リ ー ン 購 入 法 調 達 基 準 に 適 合 し た 」 も し く は 「 ト ッ プ ラ           

ンナー基準を達成した」設備とあるがなぜか  

Ａ グリーン購入法的合基準に適合品は、環境省が公表しているグリーン購入法の「基本方針」の判断基準

を満たしている製品で環境負荷低減に資する製品であり持続的発展が可能な社会の構築への取組とし

て、またトップランナー基準は、エネルギー多消費機器のうち省エネ法で指定する特定機器の省エネル

ギー基準を、各々の機器において、基準設定時に商品化されている製品のうち「最も省エネ性能が優れ

ている機器」の性能以上に設定する制度であり本補助金の目的と合致しているため補助要件としていま

す。 

なお、グリーン購入やトップランナー基準が定められていない設備等については、既存設備より

消費電力量が減少する、省エネ化が認められるものを対象とします。 

〇グリーン購入法について 

https://www.env.go.jp/policy/hozen/green/g-law/ 

〇トップランナー基準について 

https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/saving/enterprise/equipment/ 
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Ｑ 交流電動機が使用されている設備であれば対象となるか 

Ａ 交流電動機については、原則交流電動機単体もしくは資料に例示されている圧縮機、ポンプ、送風

機のみが対象となります。 

 

Ｑ 介護タクシーは対象となるか 

Ａ 対象となります。 

 

Ｑ チラー（冷却水循環装置）は対象となるか 

Ａ 対象外です。 

 

Ｑ 換気扇は対象となるか 

Ａ 対象となります。第一種熱交換換気システム等の換気設備も、空調設備として対象となります。 

 

Ｑ 中古設備でも対象となるか 

Ａ 対象となります。 

 

Ｑ リースによる設備の取得は対象となるか 

Ａ 対象外です。 

 

Ｑ 再生可能エネルギー設備は対象になるか 

Ａ 対象外です。 

 

Ｑ 建物の断熱、遮断工事等は対象となるか 

Ａ 対象外です。 

 

Ｑ 節水対策のための水回り改修は対象になるか 

Ａ 対象外です。 

 

Ｑ 貸しビルの照明ＬＥＤ化は対象となるか 

Ａ 販売や貸付を目的とする場合は対象外です。 

 

Ｑ テナントのエアコン更新は対象となるか 

Ａ 貸しビル等を借り受けて事業をされている方が、自らの事業の用に供するための設備であれば対象

となります。 

 

Ｑ ガス機器を電気機器に更新することは可能か 

Ａ ガス機器と電気機器では性能の比較が難しいため、原則グリーン購入法調達基準に適合した設備も

しくはトップランナー基準を達成した設備のいずれかの購入をご検討ください。ただし、国等の基

準を満たさない設備の更新をご検討の場合は、個別に判断となりますので、伊勢崎市役所商工労働

課までご相談ください。 
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Ｑ グリーン購入法調達基準に適合した設備もしくはトップランナー基準を達成した設備のいずれでも

ない場合でも、既存の設備より省エネ性能が高い設備であれば、更新ではなく、既存の設備に追加

で購入することは可能か。 

Ａ できません。グリーン購入法調達基準に適合した設備もしくはトップランナー基準を達成した設備

のいずれでもない設備については、更新により設置する設備のみが対象となります。 

 

申請について 

Ｑ 申請書類の提出はどのようにすればよいか 

Ａ 交付申請と実績報告で申請方法が異なります。注意してください。 

 

  【交付申請】 

郵送での受付となります。下記郵送先に送付してください。 

※追跡可能な方法での郵送を推奨いたします。 

郵送先：省エネ機器等導入支援補助金事務局 

       〒370-0831   群馬県高崎市あら町3-6 ラポールTakasaki1階 

 

【実績報告】 

郵送または窓口での受付となります。 

※追跡可能な方法での郵送を推奨いたします。 

郵送先：伊勢崎市役所 産業経済部 商工労働課  

    〒372-8501   伊勢崎市今泉町2丁目410番地 

窓 口：伊勢崎市役所 北館2階 産業経済部 商工労働課  

受付時間：平日8：30～12：00, 13:00～17：15 

 

Ｑ 想定を超えた申請数があった場合はどうするのか 

Ａ 交付決定額が予算額に達した時点で受付を締め切ります。 

   ※申請書提出後の不備対応中に予算額に達した場合は対象外となりますので ご注意ください。 

 

Ｑ 交付決定通知は申請からどれくらいで届くのか 

Ａ 1ヶ月程度を想定しています。ただし、書類に不備がある場合には、不備の解消後1ヶ月程度で送付いた

します。 

 

Ｑ 交付決定時よりも対象経費が増額になった場合、補助金の増額申請をすることは可能か 

Ａ 交付決定額よりも多く補助金を受給することはできません。ただし、交付決定時よりも対象経費が減額

になった場合には、減額となった対象経費の額に応じて補助金も減額となります。 

 

Ｑ 仕様書の性能基準がわかるものとはどういうものか 

Ａ「グリーン購入法調達基準に適合した設備」もしくは「トップランナー基準を達成した設備」である

ことの確認が取れる書類です。また、上記基準を満たす設備でない場合には、更新前の設備よりも

消費エネルギーが削減され、省エネ効果が認められることがわかる書類を提出してください。カタ

ログ等による性能の確認が困難である場合には、販売業者様等にご相談いただき、販売業者様等が

作成した任意の様式で、省エネ効果が認められることを証明する書類として提出していただいても

結構です。 
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Ｑ 履歴事項全部証明書を提出させるのはなぜか 

Ａ 事業者が実在することを確認するためです。申請の日から起算して３か月以内に発行されたものを提出

してください。 

 

Ｑ 決算書（個人事業主は確定申告書）を提出させるのはなぜか 

Ａ １年以上継続して業を営み、その業による収益を得ているものであるかを確認するためです。個人

事業主の場合で、確定申告書の第一表における「収入金額等」の事業欄（営業等）に記載がない場

合などは、架電等で個人事業主であることを確認させていただく場合がありますので、あらかじめ

ご了承ください。 

  決算書については、①表紙②損益計算書③貸借対照表④キャッシュフロー計算書⑤株主資本等変動

計算書を提出していただければ結構です。 

 

Ｑ （個人事業主の場合）国民健康保険証の写しの代わりに運転免許証の写しでもよいか 

Ａ 原則、国民健康保険証の写しの提出をお願いいたします。本人確認書類としての役割の他に、被雇

用者でないことの参考としても確認しているためです。 

 

Q 支店でも市税を納めている場合、支店の完納証明書も必要か 

A 本店のみの完納証明書で結構です。 

 

グリーン購⼊法適合ラベル例 ※統⼀ラベルはありません。 

トップランナー基準達成ラベル 


